
資料２－１ 

  ６ 水 管 第 3 8 9 号 

令和６年５月 10 日 

水産政策審議会 会長 

佐々木 貴文 殿 

農林水産大臣 坂本 哲志 

資源管理基本方針（令和２年農林水産省告示第 1982 号）の一部変更（本則、

まさば及びごまさば太平洋系群、まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ

海系群、ずわいがに太平洋北部系群、ずわいがに日本海系群Ａ海域、ずわ

いがに日本海系群Ｂ海域、ずわいがに北海道西部系群並びにずわいがにオ

ホーツク海南部の別紙２の変更、まだら本州太平洋北部系群、まだら本州

日本海北部系群、まだら北海道太平洋、まだら北海道日本海及びよしきり

ざめ（南大西洋海域）の別紙２の追加等）について（諮問第 446 号）

漁業法（昭和 24 年法律第 267 号）第 11 条第５項の規定に基づき、資源管理基本方

針を別紙のとおり変更したいので、同条第６項において準用する同条第３項の規定に

基づき、貴審議会の意見を求める。 
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資料２－２

1

資源管理基本方針の一部を変更する告示案について 

令和６年５月 

水 産 庁 

第１ 今回の変更事項 

変更事項１：「資源管理の推進のための新たなロードマップ」（令和６年３月公表）

を踏まえた本則等の規定の見直しについて 

変更事項２：「別紙２－15 まさば及びごまさば太平洋系群」における新たな大臣管

理区分（まさば及びごまさば太平洋系群沖合底びき網漁業）の設定に

ついて 

変更事項３：「別紙２－15 まさば及びごまさば太平洋系群」、「別紙２－16 まさば

対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群」、「別紙２－17 ずわいがに

太平洋北部系群」、「別紙２－18 ずわいがに日本海系群Ａ海域」、「別

紙２－19 ずわいがに日本海系群Ｂ海域」、「別紙２－20 ずわいがに

北海道西部系群」及び「別紙２－21 ずわいがにオホーツク海南部」

における漁獲可能量の都道府県及び大臣管理区分への配分に係る基準

年の更新について 

変更事項４：「まだら本州太平洋北部系群」、「まだら本州日本海北部系群」、「まだら

北海道太平洋」、「まだら北海道日本海」及び「よしきりざめ（南大西

洋海域）」の特定水産資源への追加について 

このほか、修辞的な修正や必要な附則を規定する予定。 

第２ 今後のスケジュール 

６月中：官報掲載 
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【変更事項１】「資源管理の推進のための新たなロードマップ」（令和６年３月公表）を踏

まえた本則等の規定の見直しについて 

１ 変更の趣旨  

（１）令和２年９月、水産庁は、令和５年度までの当面の目標と具体的な工程を示した

「新たな資源管理の推進に向けたロードマップ」を策定し、これに沿って数量管理を

基本とする新たな資源管理の取り組みを進めてきた。当該ロードマップの内容につい

ては、資源管理を推進するための基本的な考え方や方向性を示した資源管理基本方針

の本則等にも一部規定している。

（２）これまでの資源管理の取組の結果、新たな資源管理について一定の基盤が概ね整っ

てきたが、解決を要する課題も浮かび上がってきた。こうした状況を踏まえ、令和６

年度以降は、様々な課題をクリアしながら資源管理の高度化・安定化等を図る新たな

フェーズへと移行し、令和 12 年度に漁獲量を 444 万トンまで回復させることを目標

とした「資源管理の推進のための新たなロードマップ」（参考）を策定したところで

あり、当該新たなロードマップの内容を踏まえて、資源管理基本方針の規定について

も必要な見直しを行う。 

２ 変更内容の概要  

主な変更内容は以下のとおり（※変更点は下線部）。その他、修辞的な修正を行う。 

変更箇所 変更前 変更後 

本則、第 1

の 2(3) 

令和５年（2023 年）度までに、（中略）

80 パーセントが漁獲可能量により管理さ

れる状態を目指すこととする。 

令和７年（2025 年）度までに、（中略）

80 パーセントの資源について漁獲可能

量による管理が開始されることを目指

す。 

本則、第 6 大臣管理区分ごとの漁獲量の管理の手法

は、漁獲割当てによる管理を基本とし、

大臣許可漁業が主な漁獲対象とする特定

水産資源については、原則として令和５

年（2023 年）度までに、漁獲割当てによ

る管理を開始する。 

大臣管理区分ごとの漁獲量の管理の手法

は、漁獲割当てによる管理を基本とし、

引き続き漁獲割当てによる管理を拡大す

る。 

本則、第 7

の 3 

農林水産大臣及び都道府県知事は、漁業

者による法第 124 条第１項の協定の締結

を促進し、認定した協定を公表するとと

もに、当該協定に参加している者自らに

よる実施状況の検証及び取組内容の改良

並びにこれらの結果の農林水産大臣及び

都道府県知事への報告が行われるよう指

導を行うものとし、これらの作業は、令

農林水産大臣及び都道府県知事は、漁業

者による法第 124 条第１項の協定の締結

を促進し、認定した協定を公表するとと

もに、当該協定に参加している者自らに

よる実施状況の検証及び取組内容の改良

並びにこれらの結果の農林水産大臣及び

都道府県知事への報告が行われるよう指

導を行うものとする。 
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和５年（2023 年）度までの完了を目指す

こととする。 

 

別紙４－

２、第

4(2)② 

各地域、漁業種類ごとに、（新規追加）

漁獲努力量の削減や小型魚の保護、産卵

親魚の保護等の措置に取り組むこととす

る。当該措置は、現在、各地域の資源管

理計画（水産庁長官通知「資源管理指

針・計画作成要領」（平成 23 年３月 29

日 22 水管第 2354 号）に基づき、関係漁

業者が魚種又は漁業種類ごとに作成する

ものをいう。）に定められているとこ

ろ、令和５年度までに、資源管理計画か

ら法第 124 条に基づく資源管理協定に移

行することとし、当該協定において、資

源管理の目標に照らし適当な措置を講ず

ることとする。 

 

各地域、漁業種類ごとに、法第 124 条に

基づく資源管理協定等に基づき、漁獲努

力量の削減や小型魚の保護、産卵親魚の

保護等の措置に取り組むこととする。

（削除） 

別紙４－

２、第

4(3) 

沖合底びき網漁業において、（新規追

加）すけとうだら日本海北部系群を目的

とした操業隻日数の上限及び北海道日本

海地区での年間の漁獲上限を定めるとと

もに、漁獲物における小型魚の割合が一

定水準を超えた場合は漁場移動を行い、

その後の操業で漁獲物における小型魚の

割合が一定水準を超えた場合や、総水揚

量が一定量を超えた場合は操業を自粛す

ることとする。これらの措置は現在、資

源管理計画において、体長 30cm 又は全

長 34cm 未満のすけとうだらが総水揚量

の 20 パーセントを超えた場合を対象に

定められているが、令和５年度までに資

源管理計画から法第 124 条に基づく資源

管理協定に移行する際には、当該協定に

おいて、資源管理の目標に照らして検討

し、必要な場合には適当な措置を講ずる

こととする。 

 

沖合底びき網漁業において、法第 124 条

に基づく資源管理協定等に基づき、すけ

とうだら日本海北部系群を目的とした操

業隻日数の上限及び北海道日本海地区で

の年間の漁獲上限を定めるとともに、漁

獲物における小型魚の割合が一定水準を

超えた場合は漁場移動を行い、その後の

操業で漁獲物における小型魚の割合が一

定水準を超えた場合や、総水揚量が一定

量を超えた場合は操業を自粛することと

する。（削除） 
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【変更事項２】「別紙２－15 まさば及びごまさば太平洋系群」における新たな大臣管理

区分（まさば及びごまさば太平洋系群沖合底びき網漁業）の設定について 

１ 変更の趣旨  

（１）特定水産資源であるまさば及びごまさば太平洋系群の管理において、沖合底びき網

漁業（漁業の許可及び取締り等に関する省令（昭和 38 年農林省令第５号。以下「許可

省令」という。）第２条第１号に掲げる漁業をいう。）については、現在、「まさば及び

ごまさば太平洋系群その他大臣許可漁業」の管理区分に含まれ、「現行の水準以上に漁

獲量を増加させない管理」を行うこととされている。 

（２）まさば及びごまさば太平洋系群沖合底びき網漁業については、漁業法に基づくＴＡ

Ｃ管理が開始された令和３管理年度以降、本資源のＴＡＣ報告が行われている。当該

ＴＡＣ報告データによると、一定量の漁獲実績があることから、ＴＡＣ管理の適切な

実施の観点から、同漁業種類に係る新たな大臣管理区分「まさば及びごまさば太平洋

系群沖合底びき網漁業」を令和６管理年度（７月～翌６月）から追加し、同管理区分

について配分数量を明示することとする。 

２ 変更内容の概要  

 「別紙２－15 まさば及びごまさば太平洋系群」の「第５ 大臣管理区分及び大臣管理

区分ごとの漁獲量の管理の手法等」に、以下を内容とする大臣管理区分「まさば及びごま

さば太平洋系群沖合底びき網漁業」を新たに設定する。 

（１）当該大臣管理区分に関する事項

① 水域

太平洋の海域のうち、次のアからウまでに掲げる線と東経 152 度 59 分 46 秒の線

との両線間の水域（外国の領海及び排他的経済水域（ロシア連邦にあっては、許可

省令別表第５の９の項の上欄に掲げる区域）を除く。） 

ア 宮崎県と鹿児島県の最大高潮時海岸線における境界点から北緯 31 度 25 分 29 秒

東経 131 度７分 44 秒の点（イにおいて「Ａ点」という。）に至る直線

イ Ａ点から北緯 31 度 13 分３秒東経 131 度 20 分 44 秒の点（ウにおいて「Ｂ点」

という。）に至る直線

ウ Ｂ点から正南の線

② 漁業の種類

沖合底びき網漁業

③ 漁獲可能期間

７月１日から翌年６月末日まで

（２）漁獲量の管理の手法等

① 当該大臣管理区分における漁獲量の管理の手法は、漁獲量の総量の管理とする。

② 漁獲量等の報告に係る期限は、次のとおりとする。

ア 当該管理年度中（イに規定する期間を除く。）
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陸揚げした日からその属する月の翌月 10 日まで

イ 農林水産大臣が法第 31 条の規定に基づく公表をした日から当該管理年度の末日

までの期間（漁獲可能量の追加配分等により当該大臣管理区分の漁獲量の総量が

当該大臣管理漁獲可能量を超えるおそれがなくなったと認められる期間を除

く。） 

陸揚げした日から３日以内（行政機関の休日は算入しない。）
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【変更事項３】「別紙２－15 まさば及びごまさば太平洋系群」、「別紙２－16 まさば対

馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群」、「別紙２－17 ずわいがに太平洋

北部系群」、「別紙２－18 ずわいがに日本海系群Ａ海域」、「別紙２－19 

ずわいがに日本海系群Ｂ海域」、「別紙２－20 ずわいがに北海道西部系

群」及び「別紙２－21 ずわいがにオホーツク海南部」における漁獲可能

量の都道府県及び大臣管理区分への配分に係る基準年の更新について 

１ 変更の趣旨  

（１）特定水産資源である「別紙２－15 まさば及びごまさば太平洋系群」、「別紙２－16

まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群」、「別紙２－17 ずわいがに太平洋北

部系群」、「別紙２－18 ずわいがに日本海系群Ａ海域」、「別紙２－19 ずわいがに日

本海系群Ｂ海域」、「別紙２－20 ずわいがに北海道西部系群」及び「別紙２－21 ず

わいがにオホーツク海南部」では、漁獲可能量の都道府県及び大臣管理区分への配分

について、平成 29 年（2017 年）から令和元年（2019 年）までの漁獲実績の平均値に

基づく比率を用いて配分することを基準としている。 

（２）令和３年（2021 年）から令和５年（2023 年）までにおけるＴＡＣ配分においては、

直近の漁獲状況を反映しつつ安定的な操業を可能にするため、可能な限り直近の漁獲

実績及び一定の配分の比率を用いることとし、平成 29 年（2017 年）から令和元年

（2019 年）までの漁獲実績に応じた配分を行っている。 

（３）令和６年の漁獲可能量の配分に当たっては、令和２年（2020 年）から令和４年

（2022 年）までの３年間の漁獲実績が新たに利用可能となるところ、引き続き直近の

漁獲状況を反映しつつ安定的な操業が可能となるよう、配分に係る基準年を「令和２

年（2020 年）から令和４年（2022 年）まで」の３年間に更新する。 

２ 変更内容の概要 

「別紙２－15 まさば及びごまさば太平洋系群」、「別紙２－16 まさば対馬暖流系群

及びごまさば東シナ海系群」、「別紙２－17 ずわいがに太平洋北部系群」、「別紙２－18 

ずわいがに日本海系群Ａ海域」、「別紙２－19 ずわいがに日本海系群Ｂ海域」、「別紙２

－20 ずわいがに北海道西部系群」及び「別紙２－21 ずわいがにオホーツク海南部」

における漁獲可能量の都道府県及び大臣管理区分への配分に係る基準に用いる漁獲実績

について、「平成 29 年（2017 年）から令和元年（2019 年）まで」のものから、「令和２

年（2020 年）から令和４年（2022 年）まで」に変更する。 

（参考） 
H29 年 

(2017 年) 

H30 年 

(2018 年) 

R 元年 

(2019 年) 

R2 年 

(2020 年) 

R3 年 

(2021 年) 

R4 年 

(2022 年) 

R5 年 

(2023 年) 

R6 年 

(2024 年) 

R7 年 

(2025 年) 

R8 年 

(2026 年) 

漁獲実績

ＴＡＣの

配分基準 

36



7

【変更事項４】「まだら本州太平洋北部系群」、「まだら本州日本海北部系群」、「まだら北

海道太平洋」、「まだら北海道日本海」及び「よしきりざめ（南大西洋海

域）」の特定水産資源への追加について 

 「まだら本州太平洋北部系群」、「まだら本州日本海北部系群」、「まだら北海道太平洋」、

「まだら北海道日本海」及び「よしきりざめ（南大西洋海域）」について、各資源に関する

ステークホルダー会合での検討、取りまとめを踏まえ、令和６年７月又は８月からのＴＡ

Ｃ管理開始に向けて、資源管理基本方針の別紙２に新たに追加する。具体的な内容は別紙

のとおり。 

（以上） 
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ト

が
得

ら
れ

る
親

魚
量

）
0
.
4
千

ト
ン

（
最

大
持

続
生

産
量

の
1
0
パ

ー
セ

ン
ト

が
得

ら
れ

る
親

魚
量

）

漁
獲

シ
ナ

リ
オ

漁
獲

圧
力

は
、

限
界

管
理

基
準

値
を

上
回

っ
て

い
る

場
合

に
は

、
最

大
持

続
生

産
量

を
達

成
す

る
漁

獲
圧

力
の

水
準

に
0
.
7
5
を

乗
じ

た
値

と
す

る
。

漁
獲

圧
力

は
、

限
界

管
理

基
準

値
を

上
回

っ
て

い
る

場
合

に
は

、
最

大
持

続
生

産
量

を
達

成
す

る
漁

獲
圧

力
の

水
準

に
0
.
9
5
を

乗
じ

た
値

と
す

る
。

大
臣

管
理

漁
業

都
道

府
県

青
森

県
、

岩
手

県
、

宮
城

県
、

福
島

県
及

び
茨

城
県

青
森

県
、

秋
田

県
、

山
形

県
、

新
潟

県
、

富
山

県
及

び
石

川
県

Ｔ
Ａ

Ｃ
の

配
分

基
準

報
告

期
限

Ｔ
Ａ

Ｃ
に

よ
る

管
理

以
外

の
手

法

そ
の

他

７
月

１
日

か
ら

翌
年

６
月

末
日

ま
で

と
し

、
ス

テ
ッ

プ
１

の
管

理
を

行
う

。

ス
テ

ッ
プ

２
の

管
理

を
開

始
す

る
際

に
定

め
る

。

陸
揚

げ
し

た
日

か
ら

そ
の

属
す

る
月

の
翌

月
の

1
0
日

ま
で

●
ス

テ
ッ

プ
２

は
、

令
和

７
管

理
年

度
か

ら
開

始
す

る
こ

と
を

想
定

し
、

そ
の

上
で

、
令

和
８

管
理

年
度

中
に

ス
テ

ッ
プ

１
及

び
ス

テ
ッ

プ
２

の
管

理
の

取
組

内
容

に
つ

い
て

十
分

な
進

展
が

あ
っ

た
場

合
に

、
令

和
９

管
理

年
度

か
ら

ス
テ

ッ
プ

３
を

開
始

す
る

こ
と

を
目

指
す

。
●

避
け

ら
れ

な
い

混
獲

に
よ

り
漁

獲
量

が
積

み
上

が
り

直
ち

に
操

業
全

体
を

止
め

ざ
る

を
得

な
く

な
る

状
況

を
避

け
る

た
め

の
措

置
と

し
て

、
資

源
管

理
の

取
組

に
影

響
の

少
な

い
範

囲
で

、
翌

管
理

年
度

と
の

間
で

漁
獲

可
能

量
を

調
整

で
き

る
措

置
等

に
係

る
規

定
に

つ
い

て
検

討
を

行
い

、
ス

テ
ッ

プ
３

の
開

始
ま

で
に

結
論

を
得

る
。

沖
合

底
び

き
網

漁
業

資
源

管
理

協
定

の
締

結
促

進
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別
紙

２
－

4
4

ま
だ

ら
北

海
道

太
平

洋
（

ス
テ

ッ
プ

ア
ッ

プ
管

理
対

象
資

源
）

別
紙

２
－

4
5

ま
だ

ら
北

海
道

日
本

海
（

ス
テ

ッ
プ

ア
ッ

プ
管

理
対

象
資

源
）

特
定

水
産

資
源

ま
だ

ら
北

海
道

太
平

洋
ま

だ
ら

北
海

道
日

本
海

管
理

年
度

目
標

管
理

基
準

値
過

去
の

資
源

量
指

標
値

の
頻

度
分

布
デ

ー
タ

に
正

規
分

布
を

あ
て

は
め

た
と

き
の

8
0
%
に

相
当

す
る

資
源

水
準

の
値

過
去

の
資

源
量

指
標

値
の

頻
度

分
布

デ
ー

タ
に

正
規

分
布

を
あ

て
は

め
た

と
き

の
9
1
%
に

相
当

す
る

資
源

水
準

の
値

限
界

管
理

基
準

値
過

去
の

資
源

量
指

標
値

の
頻

度
分

布
デ

ー
タ

に
正

規
分

布
を

あ
て

は
め

た
と

き
の

5
6
%
に

相
当

す
る

資
源

水
準

の
値

過
去

の
資

源
量

指
標

値
の

頻
度

分
布

デ
ー

タ
に

正
規

分
布

を
あ

て
は

め
た

と
き

の
6
3
.
7
%
に

相
当

す
る

資
源

水
準

の
値

漁
獲

シ
ナ

リ
オ

予
期

せ
ぬ

加
入

量
の

増
加

等
に

よ
る

漁
獲

可
能

量
の

追
加

大
臣

管
理

漁
業

都
道

府
県

北
海

道
及

び
青

森
県

北
海

道

Ｔ
Ａ

Ｃ
の

配
分

基
準

報
告

期
限

Ｔ
Ａ

Ｃ
に

よ
る

管
理

以
外

の
手

法

そ
の

他

７
月

１
日

か
ら

翌
年

６
月

末
日

ま
で

と
し

、
ス

テ
ッ

プ
１

の
管

理
を

行
う

。

ス
テ

ッ
プ

２
の

管
理

を
開

始
す

る
際

に
定

め
る

。

陸
揚

げ
し

た
日

か
ら

そ
の

属
す

る
月

の
翌

月
の

1
0
日

ま
で

●
ス

テ
ッ

プ
２

は
、

令
和

７
管

理
年

度
か

ら
開

始
す

る
こ

と
を

想
定

し
、

そ
の

上
で

、
令

和
８

管
理

年
度

中
に

ス
テ

ッ
プ

１
及

び
ス

テ
ッ

プ
２

の
管

理
の

取
組

内
容

に
つ

い
て

十
分

な
進

展
が

あ
っ

た
場

合
に

、
令

和
９

管
理

年
度

か
ら

ス
テ

ッ
プ

３
を

開
始

す
る

こ
と

を
目

指
す

。
●

予
期

せ
ぬ

加
入

量
の

増
加

等
に

よ
る

漁
獲

可
能

量
の

追
加

に
係

る
規

定
に

つ
い

て
、

ス
テ

ッ
プ

３
の

開
始

ま
で

に
見

直
し

を
検

討
す

る
。

沖
合

底
び

き
網

漁
業

直
近

の
資

源
水

準
の

値
と

限
界

管
理

基
準

値
の

大
小

を
比

較
し

た
結

果
及

び
直

近
の

資
源

水
準

の
値

と
目

標
管

理
基

準
値

の
差

に
基

づ
き

、
漁

獲
量

を
調

整
す

る
。

漁
獲

の
状

況
か

ら
み

て
、

予
期

せ
ぬ

加
入

量
の

増
加

又
は

他
海

域
か

ら
の

資
源

の
移

入
が

発
生

し
た

と
み

な
さ

れ
る

場
合

、
当

該
管

理
年

度
の

漁
獲

可
能

量
に

所
要

の
算

式
で

算
定

さ
れ

る
数

量
を

上
限

と
し

て
追

加

資
源

管
理

協
定

の
締

結
促

進
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特
定
水
産
資
源

管
理
年
度

漁
獲
シ
ナ
リ
オ

漁
業
の
種
類

漁
獲
量
の
管
理
の
手
法

報
告
期
限

Ｔ
Ａ
Ｃ
の
配
分
基
準

Ｔ
Ａ
Ｃ
に
よ
る
管
理
以

外
の
手
法

そ
の
他

法
第
3
1
条
に
定
め
る
場
合
に
該
当
す
る
か
否
か
に
つ
い
て
は
、
当
該
大
臣
管
理
区
分
の
漁
獲
量
が
当
該

大
臣
管
理
漁
獲
可
能
量
の
8
5
パ
ー
セ
ン
ト
を
超
え
る
と
き
を
基
準
と
し
て
、
漁
獲
量
の
推
移
に
応
じ
て

判
断
す
る
。

か
つ
お
・
ま
ぐ
ろ
漁
業
（
許
可
省
令
第
２
条
第
1
2
号
に
掲
げ
る
漁
業
を
い
う
。
）

Ｉ
Ｃ
Ｃ
Ａ
Ｔ
に
お
い
て
決
定
さ
れ
た
漁
獲
可
能
量
の
算
定
方
式
を
漁
獲
シ
ナ
リ
オ
と
す
る
。

管
理
年
度
の
前
年
7
月
末
日
ま
で
の
我
が
国
漁
獲
量
（
放
流
・
投
棄
分
を
含
む
。
）
、
国
際
交
渉
で
必
要

と
な
る
数
量
等
を
勘
案
し
て
国
の
留
保
枠
を
設
定
し
、
残
り
の
全
量
を
第
５
の
大
臣
管
理
区
分
に
配
分

す
る
。

別
紙
２
－
4
6

よ
し
き
り
ざ
め
（
南
大
西
洋
海
域
）

よ
し
き
り
ざ
め
（
南
大
西
洋
海
域
）

８
月
１
日
か
ら
翌
年
７
月
末
日
ま
で

資
源
管
理
の
目
標

大
西
洋
ま
ぐ
ろ
類
保
存
国
際
委
員
会
（
以
下
こ
の
別
紙
に
お
い
て
「
Ｉ
Ｃ
Ｃ
Ａ
Ｔ
」
と
い
う
。
）
で
の

合
意
等
に
従
い
、
資
源
の
保
全
を
確
保
で
き
る
資
源
水
準
の
値
と
す
る
。

資
源
管
理
協
定
の
締
結
促
進

漁
獲
量
の
総
量
の
管
理

●
毎
月
を
「
１
日
か
ら
1
0
日
ま
で
」
、
「
1
1
日
か
ら
2
0
日
ま
で
」
、
「
2
1
日
か
ら
そ
の
月
の
末
日
ま

で
」
の
期
間
に
分
け
、
そ
れ
ぞ
れ
の
期
間
に
採
捕
し
た
数
量
を
当
該
期
間
の
終
了
し
た
日
か
ら
1
0
日
以

内
に
報
告
す
る
。

●
漁
業
法
第
3
1
条
に
基
づ
く
漁
獲
量
等
の
公
表
後
に
あ
っ
て
は
、
採
捕
し
た
日
の
翌
日
ま
で
に
報
告
す

る
。

40



（
参
考
）
ま
だ
ら
４
資
源
の
対
象
⽔
域
の
概
念
図

樺
太

西
野

登
呂

岬 宗
谷

岬

納
沙

布
岬

オ
ホ

ー
ツ

ク
海

日
本

海
津

軽
海

峡
の

東
端

は

恵
山

岬
～

尻
屋

崎
の

線

白
神

岬

野
島

埼

恵
山

岬 尻
屋

埼

階
上

町
深

浦
町

外
ヶ

浜
町

中
泊

町

大
間

町

佐
井

村

福
島

町
松

前
町

根
室

市

太
平

洋

ま
だ

ら
本

州

日
本

海
北

部
系

群

ま
だ

ら
北

海
道

日
本

海
ま
だ
ら
北
海
道

太
平
洋

ま
だ
ら
本
州

太
平
洋
北
部
系
群
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 海洋環境の変化が資源に及ぼす影響を踏まえ、資源評価の高度化及び精度向上に資する資源調査の強化を図る。

令和２～５年度 令和７年度令和６年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和12年度令和11年度

 管理の運用状況や定着の程度を踏まえつつ、
本格的なＴＡＣによる数量管理への移行を推進

資源管理の推進のための新たなロードマップ

資
源
調
査
・
評
価
の
高
度
化

①
資
源
調
査

②
資
源
評
価

Ｔ
Ａ
Ｃ

資
源
拡
大

Ｔ
Ａ
Ｃ
管
理
の

運
用
改
善
等

国
際

資
源

M
S
Y
ベ
ー
ス
の
資
源
評
価

に
基
づ
く
T
A
C
管
理
の
推
進

Ｉ
Ｑ
管
理

の
推
進

 ＭＳＹベースの資源評価対象資源について、データ解析手法等を高度化し、資源評価の精度向上を図る。

ピアレビューの指摘を踏まえ、解析手法の改善や新たな資源評価モデルの導入等を実施

 192種の資源評価対象種について、進捗段階※に応じて、より高度な資源評価の段階への移行を図る。
※ １．ＭＳＹベース、２．資源量指標値による評価、３．その他

ＭＳＹベースの資源評価対象資源 R5：38資源 R12：45資源程度

国内外の外部有識者によるピアレビューを実施

 国際的な数量管理が行われている魚種について、国際約束を遵守する観点からも、随時ＴＡＣ導入を進めるとともに、
国内におけるＴＡＣその他の資源管理措置の遵守を確保

 ＴＡＣ導入後、必要に応じて管理目標・漁獲シナリオを見直し
 管理の実施状況等に関するフォローアップや、成功事例の積み重ねと成果の共有を実施

 ＩＱ導入後の実施状況等を検証し、移転手続の簡素化など運用面の課題について解決を図る。
 関係漁業者との調整の下、船舶の規模や船型、漁法等の見直しを図るなど、ＩＱの効果的な活用を推進

 大臣許可漁業におけるＩＱ管理を拡大するとともに、沿岸漁業においてもＩＱ的な数量管理が行われている
  ものは、資源管理協定の管理措置に位置づけて実施（資源、地域によって漁業法に基づくＩＱ管理に移行）

Ｉ
Ｑ
管
理
の
推
進
と

漁
業
経
営
の
安
定
化

等
の
実
現

重要な生物情報、海洋環境データ等の収集を重点的に実施。外国漁船の漁獲情報等の収集を推進

調査船のＩＣＴ化・ＡＩを活用した調査機器等の新しい技術の導入を推進

新たな種・海域へ拡大ＩＣＴ調査機器や画像解析装置を導入・活用
漁業者の知見を活用するための漁船活用型調査を推進

これまで旧ロードマップに沿って新たな資源管理の取組を進めた結果、一定の基盤が概ね整ってきたが、解決を要する課題も浮かび上がってきたこと等を
踏まえ、令和６年度以降は、様々な課題をクリアしながら資源管理の高度化・安定化等を図る新たなフェーズへと移行し、漁業者をはじめとした関係者の理
解と協力を得た上で取組を進め、適切な資源管理を通じた水産業の成長産業化を図る。その際、地球温暖化等を要因とした海洋環境の変化に応じ、具体的な
取組を進める。また、都道府県・関係機関との協力・連携の下に、スマート水産業等関係施策の進捗を図りながら、効率的に進めることとする。

資源評価対象種
を192種まで拡
大
(目標：200種程
度)

〇漁獲量ベース
(＊１)で6.5割の
資源にTAC管理
を拡大
(目標：8割を
TAC管理）

※MSYベースの
資源の４割が
MSY水準以上

大臣許可漁業の
11漁法・資源に
導入
(目標：TAC資源
を主な漁獲対象
とする大臣許可
漁業に原則IQを
導入）

遊
漁
の
管
理
の

推
進 ク

ロ
マ
グ

ロ
以
外

ク
ロ
マ

グ
ロ

D
X
推
進
に
よ
る

業
務
の
効
率
化

 漁業におけるＴＡＣ化の進展等に応じ、遊漁においても採捕されている資源のうち、実態把握等の優先度が高い
ものについて、採捕量等の情報収集・推計を推進。また、遊漁の管理手法の検討・試行を推進

 令和3年度から実施して
いる現行措置を強化
（報告期限の短縮等）

 管理の高度化を推進
（届出制の導入等の検討）

資
源
に
応
じ
遊
漁

と
漁
業
の
一
貫
性

の
あ
る
管
理
の
実

現

 データ収集・管理を行う水産庁行政システムを高度化

 現場の漁獲報告の負担感を軽減するデジタル化を推進
報告に活用するための現場実装を推進技術（ＡＩ等）や方法の検討・開発、制度運用の検討・改善を推進

漁獲情報等を評価・管理等の多様な目的に利用できる
体制の構築を推進

漁獲情報のワンスオンリー※に向けたデータ利活用
や収集体制を検討 ※同じ情報を二度提出させない

全ての沿海都道府県で利用20都道府県以上で利用ＴＡＣ管理等に必要な漁船・許可
情報の一元管理システムを構築

資源評価実施機関で利用ＩＴ環境の進展に伴う新たな資源評価のための
システムに移管

報
告
の
負
担
軽
減
や
デ
ー
タ
利
活

用
の
推
進
に
よ
り
、
評
価
の
精
度

向
上
や
管
理
の
業
務
効
率
化
等
を

実
現〇500市場等で

電子的情報収集
体制を構築
(目標：400市場
以上)
〇大臣許可漁業
で電子的報告体
制を構築
(目標:大臣許可
漁業の電子的報
告の実装）

クロマグロに
ついて、広域
漁業調整委員
会指示による
管理を実施

新ロードマップ（フェーズ２）旧ロードマップ(フェーズ１)

 最新（当該年）のデータを用いたタイムリーな資源評価を可能なものから順次実施

海
洋
環
境
の
変
化
に
よ
る
影
響
を
踏
ま
え
た

よ
り
高
度
な
資
源
評
価
を
着
実
に
推
進

 資源評価の進捗状況、漁業経営や地域経済上の重要性、資源の動向等を踏まえ、優先度に応じてＴＡＣ導入を推進
（関係漁業者との丁寧な意見交換を踏まえ、ステップアップ方式により課題解決を図りながら、ＴＡＣ導入を進める。）

 令和７年度までに漁獲量ベース
(＊１)で８割をＴＡＣ管理開始

 ＴＡＣ導入した資源について、各資源の特性や漁業の実態等を踏まえ、ＴＡＣ管理を円滑に進める上での課題
（混獲への対応、突発的な加入や来遊の変化等への対応など）について、漁業関係者等とも協力しながら解決を図る

＊ 枠の管理、融通、配分等に係る運用の改善、複数種管理、混獲回避に係る漁具・漁法等の技術開発、改良普及など
＊ 課題解決のために得られた運用改善の手法等は、必要に応じ、他のＴＡＣ資源への横展開を図る。
＊ 関係国間や関係するＲＦＭＯにおける協議や協力を推進

（＊２）令和２年策定のロードマップで掲げた目標を維持

（＊１）遠洋漁業で漁獲される魚類、国際的な枠組みで管理される魚種（かつお・まぐろ・かじき
類）、さけ・ます類、貝類、藻類、うに類、海産ほ乳類は除く。

資
源
管
理
の
推
進
に
よ
っ
て
、
４
４
４
万
ト
ン
を
目
標
に
漁
獲
量
を
回
復
さ
せ
る
。
（
＊
２
）

 クロマグロの漁獲
管理強化のための
制度を整備

漁業者及び流通業者に対し漁獲情報の伝達・保存等を義務付け

Ｍ
Ｓ
Ｙ
ベ
ー
ス
の
資
源
評
価
が
行
わ
れ
て
い
る
資
源

の
６
割
以
上
に
つ
い
て
、
そ
の
資
源
量
を
Ｍ
Ｓ
Ｙ
水

準
以
上
に
す
る
。

資
源
管
理
協
定
に
基
づ
く

自
主
的
資
源
管
理
の
推
進

 効果の検証及び取組内容の改良結果を公表
 優良事例の共有・横展開を促進

資源管理協定へ
の移行を完了
(目標：協定への
移行を完了)

履行確認
資源管理協定の取組を実践（履行・検証・改良のＰＤＣＡサイクルの実施）

（中間時）
効果の検証

（終了時）
効果の検証

取組内容
を改良

取組を実践

取組内容
を改良

検証の結果、効果ありと判断された協定の割合  ７割 ８割

効果の検証及び取組
内容の改良等に関する
ガイドラインを作成

協定を
公表

履行確認 履行確認 履行確認 履行確認 履行確認

実
効
性
の
あ
る
よ
り
効
果
的

な
自
主
的
資
源
管
理
を
実
現

資料２－３
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４年目～３年目２年目１年目現在

＜ステップ３＞

①資源管理目標・漁獲シナリオの再設定とそれに
基づくＴＡＣの設定・都道府県等へ配分

②採捕停止命令を伴うＴＡＣ管理の実行
③管理措置の早期レビュー及び必要な見直し

＜ステップ２＞
ステップ１の取組に加え、
①都道府県等への配分の試行（目安数量の提示）
②ステップ３に向けて、管理の運用の検討・試行

電子的手法
を活用した
漁獲情報の

収集等

＜ステップ１＞※この段階から特定水産資源として指定

①ＴＡＣ報告の義務化
②ＴＡＣ報告状況の確認・情報収集体制の確立
③資源毎の課題に対する取組の実施

 新たなＴＡＣ資源については、通常のＴＡＣ管理への移行までのスケジュールを明確にした上で、ＴＡＣ管
理導入当初は柔軟な運用とし、課題解決を図りながら段階的に順次実施する「ステップアップ管理」を導入。

 「ステップアップ管理」の考え方及びスケジュールは「資源管理基本方針」に規定し、具体的には以下の
３つのステップに分けて、通常のＴＡＣ管理導入に向けたプロセスを確実に実施。

 ステップ２までの間に課題解決の取組等に十分な進展があった場合に、ステップ３へ移行する。このため、
ステップ３へ移行する前には、ステークホルダー（ＳＨ）会合を開催してステップ２までにおける取組状況
等について意見交換を実施。（ステップ１・２で３年間を想定）

ＳＨ会合・
水産政策審議会

３年間を想定

一定の取組が
進んでいる

資源

３年以内に
レビュー

ＴＡＣ意見交換会・
水産政策審議会

ＴＡＣ管理のステップアップの考え方 資料２－４

ステップ３ステップ２ステップ１

• これまでに得られた情報を基に
更新した資源評価に基づき設定

• 漁業法第12条第１項第１号に基づく目標
（漁業の実態等を踏まえた目標（ＰＧＹ）も含む）

資源管理
の目標

• 新たな資源管理の目標に基づく
漁獲シナリオを選択

• 資源管理の目標を達成する漁獲シナリオを選択漁獲
シナリオ

• 左に同じ• 漁獲シナリオから導かれるＡＢＣの範囲内で設定ＴＡＣの
設定

• 配分ルールに基づき、都道府県
等へ配分（漁獲量上位８割に含
まれる場合は数量明示、それ以
外は現行水準とする）

• 都道府県等への配分の試行を実施
（自主的な資源管理の取組内容を
含む漁業の実態や資源の特性に応
じた配分ルール等の検討を含む）

• 実質的に国一括の管理とし、具体
的な配分数量は設定しない

• ただし、都道府県に対し、今後、
具体的な管理を行うために参考と
なる数量を提示

ＴＡＣの
配分

• ステップ２までの結果を踏まえ、
法第32条及び第33条に基づく
「助言・指導・勧告、採捕停止
命令」を実施

• 法第33条に基づく「採捕停止命
令」は行わないこととする。ただ
し、「採捕停止命令」の発出の仕
方を検討(※１)

• 法第33条に基づく「採捕停止命
令」は行わないこととする(※１)

漁獲が積
み上がっ
た場合の

対応

• 自主的な資源管理の効果の検証
を踏まえ、管理の工夫に反映

• 従前から行われている自主的な取組を引き続き実施しつつ、利用可能な科学
的知見を基に、その効果を検証

自主的な
資源管理

• 導入された運用等により課題解
決が図れているかを検証

• 必要に応じ運用の改良等を検討

• 資源の特性や漁業の実態を踏まえて、関係者間で、通常のＴＡＣ管理導入に
当たっての課題を整理し、ステップ２までの間に十分な進展を得ることとす
る

• ステップ３へ移行する前にＳＨ会合を開催して、ステップ２までにおける取
組状況等について意見交換

資源毎の
課題に対
する取組

※１ 漁獲実績を積み上げるために明らかに漁獲努力量を増やしている等、ＴＡＣ管理の趣旨に逆行するような操業が見られる場合には、ス
テップアップ管理の取組を適切に進める上で必要な助言・指導等を行うものとする。

※２ ステップアップ管理を含む新たな資源管理の推進にあたっては、関係する漁業者の理解と協力を得た上で、着実に実行していくものとする。

ステップアップ管理の具体的内容
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